
議提議案第７号 

 

相模原市議会基本条例の一部を改正する条例について 

相模原市議会基本条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年８月１８日提出 
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提出者 相模原市議会議員 大 沢 洋 子 

提出者 相模原市議会議員 大 崎 秀 治 

提出者 相模原市議会議員 松 永 千賀子 

提出者 相模原市議会議員 野 元 好 美 
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相模原市議会基本条例の一部を改正する条例 

 相模原市議会基本条例(平成２６年相模原市条例第３７号)の一部を次のように改

正する。 

 第６条に次の３項を加える。 

２ 議員は、その地位を利用した嫌がらせ、強制又は圧力をかける行為のほか、個

人としての尊厳又は人格を不当に傷つける行為を厳に慎むものとします。 

３ 議員は、政治倫理に反する事実があるとの疑いを持たれたときは、自ら誠実な

態度をもって説明責任を果たすものとします。 

４ 市議会は、政治倫理に係る問題を把握したときは、必要な対応を図るとともに、

市民との信頼関係の確保に努めるものとします。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行します。 

 

提案の理由 

  議員の地位を利用した嫌がらせ等の行為を厳に慎む規定並びに政治倫理に反す

る事実があるとの疑いを持たれたときの議員の説明責任及び政治倫理に係る問題

を把握したときの市議会の対応に係る規定を追加いたしたく提案するものである。 

 



議提議案第８号 

 

横浜地方裁判所相模原支部において合議制及び労働審判を実現すること

を求める決議 

横浜地方裁判所相模原支部は、管内人口及び取り扱う事件数からして規模が大き

いにも関わらず、政令指定都市を管轄内に有する裁判所の中で、また神奈川県内の

地方裁判所支部の中で、唯一、合議制裁判が導入されていない。 

合議体を構成できないことにより、裁判員裁判を含む法定合議事件及び準抗告事

件等の刑事事件の処理、複雑又は重大な民事事件の処理並びに労働審判による事件

処理が行われないため、刑事事件においては、身体拘束を受けた者の拘束時間が不

当に長引いており、民事事件及び労働事件においては、当事者が横浜地方裁判所本

庁に出廷等するための移動時間や交通費負担といった時間的及び金銭的な不利益を

被っている。 

また、相模原支部から本庁に事件が回付される場合には、審理の遅延等により迅

速な裁判が受けられないこととなる。市民への良好な司法サービスの提供のために

も、これらの問題を是正することは急務である。 

よって本市議会は、国会及び政府並びに関係機関におかれて、横浜地方裁判所相

模原支部において直ちに合議制及び労働審判による審理を開始すること並びにその

ための人的物的体制を確保するための財政措置を講じることを強く要望するもので

ある。 

以上、決議する。 

 

相 模 原 市 議 会 

 

国    会 

内    閣  あ て 

関 係 機 関 

 

令和３年９月３０日提出 
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提出者 相模原市議会議員 須 田   毅 

 

 



議提議案第９号 

 

国による義務教育財源の保障及び教育の機会均等と水準の維持・向上並 

びに行き届いた教育の実現を求める意見書 

 義務教育の根幹である教育の機会均等、水準の維持・向上及び無償制を財源の面

から保障する義務教育費国庫負担制度は、平成１８年に国庫負担の割合が２分の１

から３分の１に引き下げられ、地方自治体の財政を圧迫している。 

現在の義務教育に求められているのは、一人ひとりに行き届いた教育が行われる

ことであり、学校現場の課題が複雑化・困難化する中、子どもたちの豊かな学びと

育ちを実現するには、国による財源の保障はもとより、教員が教材研究や授業準備

の時間を十分に確保するための定数拡充や専門スタッフ配置などの施策、そして中

学校を含めた３５人学級の導入が必要である。 

相模原市では、教育委員会が中心となり、教職員の長時間勤務の改善に向けた取

組みが進められている。また、学校現場では、新型コロナウイルス感染予防に留意

しつつ、学びの保障のために奮闘している。しかし、教職員の使命感や献身性に依

拠することなく、人材の充実を含めた教育環境の整備を十分に図らなければ、改善

を確実なものとすることはできない。 

よって、本市議会は、国会及び政府におかれて、次の事項について実現を図られ

るよう強く要望するものである。 

１ 教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国庫

負担制度を存続・拡充させること。また、義務教育教科書無償給与制度を継続す

ること。 

２ 行き届いた教育を実現するために、小学校の３５人学級を計画的に進め、中学

校での３５人学級を早急に決定するとともに、教職員の定数拡充やスクール・サ

ポート・スタッフ等の専門スタッフ職の拡充など、教育環境を整備するための予

算を確保・拡充すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

相 模 原 市 議 会 
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